
　

第24回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　
　

会社の新株予約権等に関する事項

会 計 監 査 人 の 状 況

会 社 の 体 制 及 び 方 針

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表
　

（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

株式会社アイロムグループ

上記事項は、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆さまに提供し
ております。

（アドレス http://www.iromgroup.co.jp）
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

（2013年６月27日開催の株主総会決議による第５回新株予約権）
　 ①新株予約権の払込金額

払込を要しない
　 ②新株予約権の行使価額

１個の新株予約権につき 8,079円（１株当たり808円）
　 ③その他新株予約権の行使条件

イ．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社または
当社子会社の取締役、監査役、従業員または社外協力者の地位を保有
していることを要する。ただし、任期満了による退任その他、当社取
締役会が正当と認める事由がある場合にはこの限りではない。

ロ．新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使
することはできない。

ハ．新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を
行使することができない。

　 ④新株予約権の行使期間
2015年９月14日から2022年９月13日まで

　 ⑤当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 保有者数

取締役
2,670個 普通株式 26,700株 ２名(監査等委員及び社外取締

役を除く）

取締役
100個 普通株式 1,000株 １名

(監査等委員)

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状
況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

監査法人アヴァンティア

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 33百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

33百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区別できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬
見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査
人の報酬等の額について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに不再任に
関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該
当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任い
たします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集さ
れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま
す。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項

の概要は、下記のとおりであります。

①当社および当社の子会社の役職員の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制
イ．当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という）の役職員は、倫
理綱領・倫理行動規範・コンプライアンスガイドラインに則り、適切に職務
を執行する体制としております。

ロ．取締役は、取締役会規程、経営会議規則等に則り、適切に職務を執行する
体制としております。

ハ．取締役は、法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見
した場合には、遅滞なく取締役会や経営会議に報告するとともに、速やかに
監査等委員会に報告する体制としております。

ニ．監査等委員会からコンプライアンス体制についての意見および改善策の要
求がなされた場合は、取締役が遅滞なく対応し、改善を図る体制としており
ます。

ホ．コンプライアンス体制の維持・向上を図るため、コンプライアンス委員会
は、規則・マニュアル類の整備およびコンプライアンス推進体制の実施状況
を管理・監督し、当社グループ役職員に対して適切な研修体制を構築してお
ります。

ヘ．当社グループ役職員によるコンプライアンスに反する行為を早期に発見し
是正するため、社内外に通報窓口を設置し、適切に運用する体制としており
ます。

ト．反社会的勢力および団体との関係を遮断し、反社会的勢力および団体から
の要求を断固拒否するために担当部署を設置し、社内外の協力窓口と連携し
て対応する体制としております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役は、その職務の執行に係る文書（株主総会議事録や取締役会議事録

等）その他の重要な情報（電磁的記録等を含む）を、社内規程に基づき、そ
れぞれの担当職務にしたがい適切に保存し、かつ管理しております。

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスクの発生を防止するとともに、リスクが発生した場合の損害を最小限
にとどめる体制の維持・向上を図るため、リスクマネジメント規程を整備し、
重要なリスクから優先して具体的な対応計画を策定し実行する体制としてお
ります。

ロ．内部統制担当部門が中心となり、リスク管理状況について自己点検を行い、
リスク管理体制の維持・向上を図る体制としております。
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④当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
イ．当社は、定款に基づき重要な業務執行の決定の全部または一部を取締役に
委任することができることとしており、監督機能と業務執行機能とを分離す
ることで、取締役会における意思決定の迅速を図る体制としております。

ロ．取締役会のほかに、経営会議を通じ、経営上重要な事項の諮問・審議を行
うことにより、より迅速な意思決定を適切かつ機動的に行う体制としており
ます。

ハ．重要な会議には、必要に応じて監査等委員である取締役が出席して、業務
執行取締役に対する監督機能を果たす体制を構築しております。

⑤当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
イ．子会社等の業務の適正を確保するため、関係会社管理規程を定め、規程に
基づき業務の執行の状況を管理する体制を確保しております。

ロ．子会社等から定期的に業務、業績およびその他重要な事項に関する報告を
求めるとともに、当社の業務または業績に重大な影響を及ぼし得る事項につ
き、当社の事前承認を行う体制を確保しております。

ハ．「内部統制の整備及び運用状況の評価に関するガイドライン」を定め、内部
統制担当部門を設置し、内部統制の整備及び運用状況を適時に取締役会に報
告する体制を構築しております。

⑥監査等委員会の職務を補助する組織とその独立性並びに監査等委員会からの指
示の実効性の確保に関する事項
イ．監査等委員会を補助すべき使用人については、内部監査室に属する従業員
とし、内部監査室は、監査等委員会に直属するものとしております。

ロ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人である内部監査室に属する従業員
の任命・異動については、監査等委員会の同意を得て行うものとしておりま
す。

ハ．内部監査室は、監査等委員会の指揮命令のもと職務を遂行することとし、
取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性並びに監査等委員会
からの指示の実効性を確保しております。

⑦監査等委員会への報告体制と監査等委員会の監査が実効的に行われることを確
保するための体制
イ．当社グループ役職員が当社の監査等委員会に報告すべき事項についての規
程を定めるとともに、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項に関
する役職員の報告が、当社の監査等委員会に対してより確実かつ迅速に行わ
れまたは伝達される体制としております。

ロ．前号に記載のない事項に関しても、当社の監査等委員会から報告を求めら
れた場合は、当社グループ役職員は遅滞なく当社の監査等委員会に報告する
体制としております。
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ハ．前各号の報告を行った者がその報告を理由として不利な取り扱いを受けな
いことを確保しております。

ニ．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）
について生じる費用又は債務については、監査等委員の請求に従い支払その
他処理を行っております。

ホ．監査の実効性を向上させるために、監査等委員会から要請ある場合には、
会計監査人との連携を確保する体制としております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社グループでは、上記方針に基づいて、内部統制の適切な構築と運用に努め

ております。具体的な運用状況は以下のとおりです。

①取締役の職務執行
監査等委員３名を含む取締役13名は、原則月１回開催（当事業年度は12回開催）

される取締役会に出席し、経営環境の変化に対して迅速な意思決定ができるよう
努めております。取締役会では、経営に関する重要事項の審議、業務執行の決定、
取締役の職務の執行の監督を行っております。また、経営会議報告を原則月１回
以上行い、業務レベルでの重要事項の情報共有を図っております。これらの運営
に当たっては、その分野の専門家等にアドバイスを求め、法令・定款違反行為の
未然防止に努めております。

②監査等委員の職務執行
監査等委員３名は、監査等委員会が決定した監査計画、監査業務の分担等に基

づき、取締役の職務の執行を監査しております。また、取締役会、その他必要に
応じ重要な会議に出席し、当社グループの経営状況を監視するとともに、内部監
査室及び会計監査人との間で定期的に情報交換等を行うことで、内部統制の整備
及び運用状況を確認しております。

③コンプライアンス体制
当社では、倫理綱領・倫理行動規範・コンプライアンスガイドラインに基づき

社内のコンプライアンス遵守体制整備状況をチェックし、定例の取締役会におい
てコンプライアンス委員会開催の要否の確認を行っております。また、法令・定
款違反行為やコンプライアンスに関する通報体制として内部・外部通報制度を設
け、定期的に周知することにより、早期に問題点の把握及び対応を図るように努
めております。

④リスク管理体制
当社では、リスクマネジメント規程に基づき、適切なリスクコントロールを行

っております。また、リスクマネジメント室が中心となり、リスク発生の未然防
止並びにリスク管理に取り組む体制を構築しております。一方、内部監査室が、
各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に取締役に報告しており
ます。
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⑤関係会社経営管理
当社は、各関係会社の経営状況及び業務執行状況等について、関係会社管理規

程に基づき、重要度に応じて報告を受け、当社の承認を行うことで、関係会社の
業務の適正を確保しております。

⑥内部監査体制
当社では、内部統制の整備・運用状況を合法性と合理性の観点から検証・評価

するために、業務執行ラインから独立した組織として内部監査室を設置しており
ます。内部監査室は、当社及び関係会社を含む業務全般を対象として内部監査を
行い、監査結果を取締役及び社長に報告しております。また、監査等委員及び会
計監査人と常に連絡・調整し、監査の効率的な実施に努めております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特

に定めておりません。
しかしながら、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益

に資さないものについては適切な対応が必要と考えております。

本事業報告の記載数字は、単位表示未満を切り捨て、比率その他については四捨五入
しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

（単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,720 1,307 2,724 △420 7,332
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 145 145 290

剰 余 金 の 配 当 △477 △477
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,373 1,373

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 145 145 896 △2 1,184

当 期 末 残 高 3,865 1,453 3,620 △422 8,516
　

（単位：百万円)
その他の包括利益累計額

新株予約権
非 支 配
株主持分

純資産合計
そ の 他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △4 △201 △206 40 0 7,167

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 290

剰 余 金 の 配 当 △477
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,373

自 己 株 式 の 取 得 △2

自 己 株 式 の 処 分 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 191 171 363 △13 11 361

当 期 変 動 額 合 計 191 171 363 △13 11 1,545

当 期 末 残 高 187 △29 157 26 11 8,712
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 22社

主要な連結子会社の名称

㈱アイロム、㈱アイロムＣＳ、㈱アイロムＥＣ、㈱アイクロス、
CMAX CLINICAL RESEARCH PTY LTD、㈱ＩＤファーマ、㈱ＩＣＥ、
㈱アイロムＰＭ

(2)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

特記すべき主要な非連結子会社はありません。

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いておりま
す。

2．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社の数 １社

持分法を適用した関連会社の名称 CJ PARTNERS㈱

3．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、時価と比較する取得原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法
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②たな卸資産

a.製品及び商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ
の方法により算定）
　

b.販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの
方法により算定）

c.仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの
方法により算定）
　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～47年

工具、器具及び備品 ２～20年

機械装置及び運搬具 ２～10年
　

②無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

(4) 重要な収益の計上基準

ＳＭＯ事業収入は、治験症例単位ごとの業務終了に基づく検収基準により計上

しております。なお、治験症例組入前の業務と治験症例組入後の業務とが区分さ

れている契約については、治験症例単位ごとにそれぞれの業務終了に基づく検収

基準によりＳＭＯ事業収入を計上しております。
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(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例処理の条件を充

たしている場合には特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金利息

③ ヘッジ方針

金利変動リスクの低減のため、変動金利のみを対象にヘッジを行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

個別取引ごとに、有効性を評価することとしております。なお、金利スワップ

の特例処理が適用される取引については、有効性の評価を省略しております。

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、(一社)ＩＣＲ、I'ROM VIETNAM CO.,LTD及びTATOSA CO.,
LTDの決算日は12月31日であり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った
計算書類を使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、
連結決算日と一致しております。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　

③のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては、５年から20年間の均等償却を行っております。ただし、の
れんの金額に重要性が乏しい場合には、発生連結会計年度に一時償却を行ってお
ります。

④連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
　

⑤退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務に基
づき計上しております。なお退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。
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（表示方法の変更）
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「リース債務」
（前連結会計年度、48百万円）及び、「未払金」（前連結会計年度、154百万円）につ
いては、重要性が高まったため、当連結会計年度については、区分掲記しておりま
す。

　
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「固定資産除却
損」（前連結会計年度、０百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計
年度については、区分掲記しております。

（会計上の見積りに関する注記）
1.会計上の見積りを示す項目及び見積りの内容

貸付金の評価及び貸付金に係る貸倒引当金の計上基準

2.当連結会計年度末残高

短期貸付金 768百万円

長期貸付金 515百万円

貸倒引当金 －百万円

合計 1,283百万円

3.その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、事業上の必要性に応じて提携医療機関及び提携先企業への融資
を行っております。当社グループの貸付金の評価及び貸倒引当金の計上基準は次の
とおりです。
始めに、債務者の経営状態に応じて適切に債権の区分を行い、その債権区分に従

って貸倒引当金の計上を行う方法を採用しております。
債権の区分にあたっては、弁済期限からの経過期間に応じて債権区分を行う方法

を採用しており、弁済期限において未回収の部分がある貸付金を貸倒懸念債権と区
分いたします。
貸倒懸念債権については、財務内容評価法または、キャッシュ・フロー見積法に

より、貸倒見積高を算定しております。具体的な評価については、債務者の決算書
を基に、実質的な返済財源を把握し、また債務者との協議により回収施策を検討す
ると共に、返済計画等を勘案し、回収可能性の評価を行います。
なお、当該見積りについて、債務者の財政状態及び経営成績等が著しく変化した

場合等には、翌連結会計年度の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

現金及び預金 17百万円

投資有価証券 426百万円

販売用不動産 1,100百万円

建物及び構築物 53百万円

土地 63百万円

合計 1,660百万円

(2)担保に係る債務
1年内返済予定の長期借入金 86百万円

長期借入金 1,148百万円

合計 1,235百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額
1,443百万円

3. 資産の保有目的の変更
当連結会計年度において、保有目的の変更により、有形固定資産（土地320百万

円）を販売用不動産へ振り替えております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 12,285,965株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議
株式の種

類

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2020年６月 25日

定 時 株 主 総 会
普通株式 236 20.00 2020年3月31日 2020年6月26日

2020年 11月５日

取 締 役 会
普通株式 241 20.00 2020年9月30日 2020年12月11日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決議
株式の種

類

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2021年６月 28日

定 時 株 主 総 会
普通株式 241 20.00 2021年3月31日 2021年6月29日

3．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 56,400株
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に銀行借入により資金調達を実施しております。

一時的な余資については、短期的な預金等、安全性の高い金融資産による運用

に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、主に取引先企業との事業推進目的にて取得した株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。また、医療機関や提携先を対象とした貸付金は、

その未回収部分につき、貸付先信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、各事業会社の業種ごとの商慣習による差異はあるも

のの、そのほとんどが一年内の支払期日であります。預り金は、そのほとんどが

一年内の支払期日であります。借入金は運転資金調達目的及び不動産取得目的に

よるもので、預り保証金は、メディカルサポート事業における賃貸不動産に係る

預り保証金であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

営業債権に関するリスクについては、各事業会社の与信管理ルールに従い、期

日及び残高等を管理しております。

営業活動以外から発生する金融商品については、原則として当社財務部門を中

心として、グループ全体を対象とした一括管理を実施しております。

投資有価証券である株式については、金融商品管理規程に従った取得及び管理

が実施されており、特に事業推進目的で取得した株式については、発行会社の事

業状況、経営成績等の調査を、定期のみならず随時にも実施して状況の把握に努

めております。

貸付金に関しては、貸付金規程に基づいて与信審査等を実施しております。

借入金等の流動性リスクについては、適時にグループ全体の資金繰計画を作

成・更新することにより手元流動性の維持確保に努めております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

(1) 2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

（単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(１) 現金及び預金 4,068 4,068 －

(２) 売掛金 2,787 2,787 －

(３) 短期貸付金 768 768 －

(４) 投資有価証券 1,136 1,136 －

(５) 長期貸付金 ※1 515 515 －

(６) 差入保証金 1,003 968 △35

資産計 10,280 10,245 △35

(１) 買掛金 406 406 －

(２) 短期借入金 2,650 2,650 －

(３) 預り金 120 120 －

(４) 未払金 296 296 －

(５) 長期借入金 ※2 6,143 5,978 △165

(６) リース債務 ※3 450 421 △28

(７) 預り保証金 393 391 △1

負債計 10,461 10,266 △195

※1 流動資産の「その他」に含まれている１年以内回収予定の長期貸付金を含めております。
※2 １年以内返済予定の長期借入金を含めております。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は長期借入金の時価に含めて記載しております。

※3 1年以内に期限到来の流動負債に含まれているリース債務を含めております。
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(2) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

(１) 現金及び預金、(２) 売掛金、（３）短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(４) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。

(５) 長期貸付金、 (６) 差入保証金

これらの時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引

いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権等につきましては、

回収可能性に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は当連結会計年度

末における連結貸借対照表から貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当

該価額をもって時価としております。

負 債

(１) 買掛金、(２)短期借入金、(３) 預り金、(４) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(５) 長期借入金、(６) リース債務

長期借入金、リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借

入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例

処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の

合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利率で

割り引いて算定する方法によっております。

(７) 預り保証金

預り保証金の時価については、預り期間で割引計算を行っております。

(3) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

①非上場株式 342

②関連会社株式 9

③出資金 10

合計 361

非上場株式、関連会社株式及び出資金については市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることが出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(４) 投資有価証券」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、賃貸用の施設を所有しております。

2. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並び

に連結決算日における時価及び当該時価の算定方法

（単位：百万円)

連結貸借対照表計上額
連結決算日に
おける時価当連結会計

年度期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

賃貸等不動産 2,423 △1,557 865 874

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．賃貸等不動産の期中増減額の主な要因は、不動産の売却1,524百万円であります。
３．時価の算定方法

当期末の時価は、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場
価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていないため、当該評価額や指
標を用いて調整した金額によっております。

3. 賃貸等不動産に関する損益

（単位：百万円)

賃貸収益 賃貸費用 差額
その他

(売却損益等)

賃貸等不動産 113 66 47 368

（１株当たり情報に関する注記）

項目
当連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

１株当たり純資産額 719円49銭

１株当たり当期純利益 114円30銭
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株主資本等変動計算書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

（単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準 備 金
その他資
本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利
益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,720 1,780 － 1,780 1,739 1,739 △420 6,821

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △477 △477 △477

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

145 145 145 290

当 期 純 利 益 871 871 871

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 0 0 0

株主資本以外の項目の
当期の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 145 145 0 145 394 394 △2 682

当 期 末 残 高 3,865 1,926 0 1,926 2,134 2,134 △422 7,504

　

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 0 0 40 6,862

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △477

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

290

当 期 純 利 益 871

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の
当期の変動額(純額)

174 174 △13 160

当 期 変 動 額 合 計 174 174 △13 843

当 期 末 残 高 174 174 26 7,705
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準及び評価方法

有価証券

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により
処理し、時価と比較する取得原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法
　
2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３～15年

車両運搬具 ５年

工具器具備品 ３～15年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

　
3．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(表示方法の変更)
（貸借対照表）

前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収収益」（前事
業年度、118百万円）については、重要性が高まったため、当事業年度については、
区分掲記しております。

（損益計算書）
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「支払手数

料」及び「特別利益」の「新株予約権戻入益」（前事業年度、３百万円及び０百万
円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しており
ます。また、区分掲記しておりました「営業外費用」の「雑損失」（当事業年度、１
百万円）については金額が僅少となったため、当事業年度においては「営業外費用」
の「その他」に含めて表示しております。

（貸借対照表に関する注記）
1.有形固定資産の減価償却累計額

154百万円

2.保証債務等

下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

㈱アイロムＰＭ 2,900百万円
I'ROM ASSET MANAGEMENT PTY LTD 363百万円
㈱ＩＤファーマ 91百万円

計 3,355百万円

3.関係会社に対する金銭債権又は金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 525百万円

短期金銭債務 208百万円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高

営業取引による取引高

売上高 1,986百万円

販売費及び一般管理費 286百万円

営業取引以外の取引による取引高 68百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当該事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 229,795株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当事業年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

繰延税金資産

子会社株式 167 百万円

税務上の繰越欠損金 119 百万円

その他 21 百万円

繰延税金資産小計 308 百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △103 百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △183 百万円

評価性引当額小計 △287 百万円

繰延税金資産合計 21 百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △77 百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △5 百万円

繰延税金負債合計 △82 百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △61 百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
１. 子会社

（単位：百万円)

名 称

資

本

金

事業

の

内容

議決権等の

所有割合

(％)

関連当事者

と の 関 係
取引内容

取引

金額
科 目

期末

残高

㈱アイロム 50
ＳＭＯ

事業

直接

所有

100.0

役 員 兼 任 業務の 受 託 862
関 係 会 社

売 掛 金
429

㈱アイロム

ＰＭ
11

メディカル

サポート

事業

直接

所有

100.0

資金の援助
資金の 貸 付 428

関 係 会 社

短期貸 付 金
1,780

債 務 保 証 2,900 － －

㈱アイクロス 50
ＣＲＯ

事業

直接

所有

100.0

資金の援助 資金の 貸 付 10
関 係 会 社

短期貸 付 金
130

I'ROM

ASSET

MANAGEMENT

1 百 万

豪ドル

その他の

事業

間接

所有

100.0

資金の援助
資金の 貸 付 95

関 係 会 社

長期貸 付 金
475

債 務 保 証 363 － －

㈱ＩＤファーマ 30
先端医療

事業

直接

所有

100.0

資金の援助

業務の 受 託 61
関 係 会 社

売 掛 金
161

資金の 貸 付 62
関 係 会 社

短期貸 付 金
272

㈱アスボ 10
ＳＭＯ

事業

間接

所有

100.0

役 員 兼 任 資金の 回 収 100
関 係 会 社

短期貸 付 金
143

I'ROM

VIETNAM

CO.,LTD.

４
その他の

事業

間接

所有

100.0

資金の援助
関 係 会 社

長期貸 付 金
160

㈱アイロム

ＥＣ
35

ＳＭＯ

事業

直接

所有

100.0

役 員 兼 任
業務の 受 託 524

関 係 会 社

売 掛 金
270

受取配 当 金 449 － －

I'ROM LIMITED
102百万

香港ドル

その他の

事業

直接

所有

100.0

資金の援助
資金の 貸 付 113

関 係 会 社

短期貸 付 金
213

資金の 回 収 96

㈱ＩＣＥ 20
先端医療

事業

直接

所有

100.0

資金の援助
資金の 貸 付 20

関 係 会 社

短期貸 付 金
175

資金の 回 収 44

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
２. 業務の受託については、当該業務に係る人件費等必要経費を勘案し、両社の協議により決

定しております。
３. 受取配当金は、関係会社の利益剰余金をベースに、両社協議の上決定しております。
４. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含ま

れております。
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２. 個人

（単位：百万円)

氏 名

議決権等

の所有

(被所有）

割合(％)

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引内容 取引金額 科 目

期末

残高

森 豊隆

(被所有）

直接

39.43

当社

代表取締役

ストック・

オプション

の権利行使

240

（200千株）
－ －

原 寿哉

(被所有）

直接

0.14

当社

取締役

ストック・

オプション

の権利行使

25

（21千株）
－ －

松島 正明

(被所有）

直接

0.12

当社

取締役

ストック・

オプション

の権利行使

12

（10千株）
－ －

(注) 2013年６月27日開催の株主総会決議及び、2016年５月24日開催の取締役会決議に基づき付与
されたストック・オプションの当連結会計年度における権利行使を記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）

項目
当事業年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

１株当たり純資産額 636円93銭

１株当たり当期純利益 72円55銭
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